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記入例   表面  

法人名を御記入ください。  

成する避難支援等を実施するための計画（「個別避難計画」以下「計画」）の作成を乙に委託し，乙はこれを承諾するものとする。

２　甲は，乙に対し，計画の作成に対する報酬（以下「委託料」という。）を支払うものとする。
　（委託期間）

第２条　この契約による計画作成の委託期間は，契約の締結日から令和●年３月３１日までとする。

　（実施対象者）

第３条　計画作成の実施対象者は，甲の指定する避難行動要支援者とする。

（実施方法）

第４条　甲は，計画作成の実施対象者（以下「対象者」という。）を乙に通知するものとする。

２　乙は，前項の規定による通知を受けた日から甲が指定する日までに，対象者に対して計画の作成に係る調査を実施し，甲の定める調査票等（個別避難計画）を作成して甲に提出するものとする。

３　調査の具体的な実施方法については，甲が別に定める。

　（乙の責務）

第５条　乙は，乙に所属する福祉専門職（ケアマネジャー，相談支援専門員など。以下，「専門職」）であって，甲の指定する避難行動要支援者を担当する専門職に計画の作成に係る調査及び計画の作成を行わせるものとする。

　（履行場所）

第６条　乙は，対象者の居所において調査を実施しなければならない。

　（委託料）

第７条　計画１件当たりの委託料の額(消費税額及び地方消費税額を含む｡)は，次に掲げるとおりとする。

　(1) 個別避難計画作成　　　５，０００円／件
(2) 個別避難計画避難訓練　２，０００円／件
２　前項に規定する委託料は，１件の計画の作成及び訓練の実施（以下，計画の作成等）に要するすべての費用を含むものとする。

３　消費税の税率の引上げが行われた場合には，当該引上げ分に相当する消費税の額
　を増額する変更契約を行うものとする。

　（業務の完了の検査）

第８条　乙は，所属する専門職が計画の作成等を完了したときは，速やかに甲に対して書面により完了した旨の通知をしなければならない。この場合において，当該書面は，計画の作成等をした月の翌月の末日までに提出するものとする。ただし，令和●年３月に実施した調査を完了した旨の通知は，同月末日までに書面により甲に提出しなければならない｡

２　甲は，前項の通知を受けた日から起算して１５日以内に計画の作成等の完了を確認するための必要な検査を行うものとする。ただし，令和●年３月に実施した計画の作成等の完了の確認のための検査は同月末日までに行うものとする。

　（請求及び支払）

第９条　甲は，乙の請求により乙に計画の作成等に係る委託料（以下「計画作成等委託料」という。）を支払うものとする。

２　乙は，前条第２項に規定する検査の終了後，速やかに実施した計画の作成等の件数に第７条に規定する１件当たりの委託料を乗じて得た計画作成等委託料を，甲の指定する適法な請求書により甲に請求するものとする。
３　甲は，前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に乙に計画作成等委託料を支払うものとする。

　（権利義務の譲渡等の禁止）

第１０条　乙は，この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し，又は承継させてはならない。ただし，あらかじめその内容を明らかにして書面により甲の承認を得たときはこの限りでない｡

（一括委任等の禁止）

第１１条　乙は，この契約の履行について，その全部又は一部を一括して第三者に委任（準委任を含む。）をし，又は請け負わせてはならない。ただし，あらかじめその内容を明らかにして書面により甲の承認を得たときは，この限りでない。

（損害賠償）

第１２条　計画の作成等の実施に関し，乙の責めに帰する事由により発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）については，乙が賠償するものとする。
 （秘密の保持）

第１３条　乙は，この契約に関して知り得た甲の業務上の秘密又は対象者もしくは対象者の家族の秘密を外部に漏らしてはならない。この契約が終了した後も，同様とする。

　（事故発生時の対応）

第１４条　乙は，計画の作成等の実施の際に事故が発生したときは，直ちに甲，対象者の家族等に連絡を行うとともに適切な措置を講じなければならない。　

２　乙は，計画の作成等の実施により対象者に事故が発生したときは，速やかにその損害の賠償を行わなければならない。

　（関係書類の整備）

第１５条　乙は，計画の作成等に関する書類を適切に分類し，及び保管しなければならない。

　（報告書の提出）

第１６条　甲は，必要と認めるときは，乙に計画の作成等の実施状況の報告書の提出を求めることができる。この場合において，乙は，当該提出を拒んではならない。

　（立入調査）

第１７条　甲は計画の作成等について，乙に対し，実地に立入調査の実施及び必要な報告を求めることができる。この場合において，乙は，当該調査及び報告を拒んではならない。

　（契約の解除）

第１８条　甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，催告をすることなく，直ちにこの契約を解除することができる。

(1) 乙が関連法規に定める事業所の指定の取り消し等をされたとき。
(2) 正当な理由なく，委託期間の始期が過ぎても本件業務を開始しないとき。

(3) 本件業務の全部の履行が不能であるとき。

(4) 乙が本件業務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(5) 本件業務の一部の履行が不能である場合又は乙が本件業務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において，残存する部分のみではこの契約の目的を達成することができないとき。

(6) この契約の性質又は甲の意思表示により，特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければこの契約をした目的を達することができない場合において，乙が履行をしないでその時期を経過したとき。

(7) この契約の締結又は履行について乙に不正の行為があったとき。

(8) 乙がこの契約の履行に係る監督又は検査に際し，当該監督又は検査に携わる甲の職員の職務の執行を妨げたとき。

(9) 乙が次のいずれかに該当するとき。

ア　役員等（乙が個人である場合にはその者を，乙が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。

イ　暴力団等が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ　役員等が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団等を利用するなどしたと認められるとき。

エ　役員等が，暴力団等に対して資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与していると認められるとき。

オ　役員等が暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

カ　再委託契約その他の契約に当たり，その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認められるとき。

キ　乙がアからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に，甲が乙に対して当該契約の解除を求め，乙がこれに従わなかったとき。

(10) 前各号に定めるもののほか，乙がこの契約に違反したとき。

(11) 乙が第９項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

(12) 不正な調査の実施等この契約又はこの契約に基づく甲の指示に違反し，この契約の目的を達することができないと甲が認めるとき。　
　（損害金）

第１９条　この契約の各当事者の履行の遅滞その他責務の不履行の場合における遅延利息，違約金その他の損害金に関することについては，当該当事者の債務の不履行が生じた後に，甲乙間で別途協議するものとする。

　（確認）

第２０条　乙が行うこの契約書の目的である給付の完了の甲による確認の時期は，令和●年３月３１日とする。

　（紛争解決方法）

第２１条　この契約に関する紛争については，甲乙両者で解決に当たるものとする。

（財務規則）

第２２条　この契約は，前条までに定めるもののほか，柏市財務規則（昭和５９年柏市規則第４号）によるものとする。

　（疑義の決定等）

第２３条　この契約の各条項の解釈について疑義が生じたとき又はこの契約に定めのない事項については，甲乙協議の上，定めるものとする。
　この契約の締結を証するため，甲と乙とは，本書を２通作成し，それぞれ記名押印の上，その１通を保有する。
　　令和●年 ● 月 ● 日

　　　　　　　　　　　　　　柏市柏五丁目１０番１号

甲　　　柏市

柏市長　　太　田　和　美

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　柏市柏１丁目１番１１号
　　　　　　　　　　乙　　　社会福祉法人　柏会
　　　　　　　　　　　　　　理事長　柏　太郎　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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「法人所在地」と「法人名」を御記入ください。


※事業所名ではありません。御注意願います。





　法人の代表者印または代表者の認印


※施設長印または事業所印は不可です。








